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NY マーケットレポート（2017 年 5 月 15 日） 

 

NY 市場では、序盤に発表されたニューヨーク連銀製造業景気指数が、市場の改善予想に反してマイナスに落ち込んだことを受けて、ドルは主要

10 通貨の大半に対して軟調な動きとなった。その後は、原油価格や米株価の上昇、また米債券利回り上昇も加わり、円売りが強まったことから、

ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。特に、ユーロ/円は、昨年 4月 28日以来の高値を付ける動きとなった。 

 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

21：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

3 月ポーランド経常収支 -7.38 億 PLN（予想 -3.54 億 PLN・前回 -8.25 億 PLN） 

前回発表の-8.6 億 PLN から-8.25 億 PLN 

 

3 月ポーランド貿易収支 -2.18 億 PLN（予想 -1.10 億 PLN・前回 -5.03 億 PLN） 

前回発表の-5.37 億 PLN から-5.03 億 PLN 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

出所：Bloomberg 
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21：30 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

5 月ニューヨーク連銀製造業景気指数 -1.0（予想 7.3・前回 5.2） 

 

 
出所：Bloomberg 

 

経済指標データ 

≪NY 連銀製造業景気指数≫ 

現状） 

       5 月・・ 4 月・・3月・・2月・・1月・・ 12 月 

業況・・・・・-1.0・・ 5.2・・16.4・・18.7・・ 6.5・・  7.6 

仕入価格・・・20.9・・32.8・・31.0・・37.8・・36.1・・ 22.6 

販売価格・・・ 4.5・・12.4・・ 8.8・・19.4・・17.6・・  3.5 

新規受注・・・-4.4・・ 7.0・・21.3・・13.5・・ 3.1・・ 10.4 

出荷・・・・・10.6・・13.7・・11.3・・18.2・・ 7.3・・  8.6 

在庫・・・・・-0.7・・ 3.6・・-2.7・・ 3.1・・ 2.5・・-13.9 

雇用者数・・・11.9・・13.9・・ 8.8・・ 2.0・・-1.7・・-12.2 

6 ヵ月先の見通し） 

       5 月・・ 4 月・・3月・・ 2 月・・1月・・12 月 

業況・・・・・39.3・・39.9・・37.4・・41.7・・49.7・・49.7 

仕入価格・・・38.1・・37.2・・41.6・・38.8・・50.4・・42.6 

販売価格・・・22.4・・25.5・・19.5・・25.5・・27.7・・22.6 

新規受注・・・33.2・・31.0・・33.9・・43.8・・39.8・・46.3 

出荷・・・・・37.8・・29.2・・35.5・・41.7・・43.4・・41.0 

在庫・・・・・14.2・・13.9・・ 5.3・・ 4.1・・ 5.9・・ 8.7 

雇用者数・・・17.2・・19.7・・14.2・・28.6・・27.7・・23.5 

同指標はゼロが景況の分岐を示す 
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出所：SBILM 

 

 

22：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

4 月カナダ中古住宅販売件数（前月比） -1.7％（前回 1.1%） 

 

 

出所：Bloomberg 
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23：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

5 月米 NAHB 住宅市場指数 70（予想 68・前回 68） 

 

 
出所：Bloomberg 

 

指標結果データ 

≪NAHB 住宅市場指数≫ 

        5 月・4月・3月・2月・1月・12 月 

住宅市場指数・・70・・68・・71・・65・・67・・69 

現状指数・・・・76・・74・・77・・71・・72・・75 

見通し指数・・・79・・75・・78・・73・・76・・78 

顧客動向指数・・51・・52・・53・・46・・51・・52 

 

5 月の NAHB（全米ホームビルダー協会）住宅市場指数は、市場予想の 68 を上回る 70 となり、前月の 68 からも上昇しており、2005 年

以降で 2番目に高い水準となった。住宅価格の上昇にもかかわらず、需要拡大は続くと楽観視されていることが明らかになった。 

現況指数は 76（前月 74）、向こう 6 ヵ月の販売見通しは 79（前月 75）と 2005 年 6 月以来の高水準となった。全米 4 地域では西部や南

部など 3地域で指数が上昇。一方、中西部では低下し 3ヵ月ぶりの低水準となった。同指数で 50 を上回ると住宅建設業者の多くが現況

を「良い」とみていることを示す。 

 

 

≪ NY 債券市場 ・午前≫ 

 

序盤のニューヨーク債券市場は、前週末までの上昇の反動で、一旦利益を確定する売りが先行した。また、米国株や原油価格の上昇を

背景に、投資家のリスク志向が強まったことで、安全資産としての需要も後退したことも影響した。 

 

午前の利回りは、30 年債が 3.00％（前週末 2.99％）、10 年債が 2.34％（2.33％）、7年債が 2.14％（2.13％）、5年債が 1.86％（1.84％）、

3年債が 1.50％（1.49％）、2年債が 1.30％（1.29％）。 

 

 

ECB 公的部門購入プログラム 

           5 月 12 日・ 5 月 5日・ 4月 28 日・4月 21 日・4月 14 日  

公的部門・・・・・・・15347.7・・15227.3・・15119.6・・14978.8・・14868.2 

資産担保証券 ABS・・・・238.1・・・237.2・・・237.3・・・243.3・・・243.8 

カバード債・・・・・・ 2186.0・・ 2174.4・・ 2163.7・・ 2161.1・・ 2155.2 

（億ユーロ） 
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≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、サウジアラビアとロシアが協調減産の延長で合意したことを好感して原油価格が上昇したことから、エネルギー関連

株が上昇したことが下支え要因となった。英 FT100 指数と独 DAX 指数はともに終値ベースの最高値を更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

≪ NY 金市場 ≫ 

NY 金は、中心限月が前日比 2.30 ドル高の 1オンス＝1230.00 ドルで取引を終了した。 

 

NY 金は、製造業関連の米経済指標が市場予想を下回り、ドルがユーロなどに対して下落したためドルの代替資産とされる金の買いが優

勢となった。北朝鮮情勢緊迫化の懸念から、金を逃避的に買う動きも広がった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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≪ NY 原油市場 ≫ 

NY 原油は、中心限月が前日比 1.01 ドル高の 1バレル＝48.85 ドルで取引を終了した。 

 

NY 原油は、サウジアラビアとロシアが原油の協調減産について来年 3月末まで 9ヵ月間延長で合意したことが好感され、堅調な動きと

なった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

≪米株式市場≫ 

 

米株式市場は、原油価格の大幅上昇を受けて投資家のリスク志向が回復し、主要株価は堅調な動きとなった。ダウ平均株価は、序盤か

ら堅調な動きとなり、一時前週末比 104 ドル高まで上昇した。また、ナスダックは最高値を更新する動きとなった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、序盤に発表された米製造業関連の経済指標が予想外の悪化となったことから、ドルが主要通貨に対して軟調な動きと

なった。ただ、原油価格や株価の上昇を受けて、円売りが優勢となりドル円・クロス円は堅調な動きが続いた。 

 

 
出所：総合分析チャート 
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